
別紙－５
再評価結果（平成１９年度事業継続箇所）

担 当 課：道路局国道・防災課

担当課長名：木村 昌司

事業名 事業 事業 国土交通省

一般国道８号 敦賀バイパス 区分 一般国道 主体 近畿地方整備局
つ る が

起終点 延長
自：福井県敦賀市田結 ８．２km

つ る が た い

至：福井県敦賀市小河口
つ る が おごうぐち

事業概要

一般国道８号は、新潟市を起点とし、京都に至る延長約570㎞の主要幹線道路である。敦賀バイパスは

交通混雑の緩和及び地域開発の基盤整備を目的として計画されたバイパスで、北陸自動車道敦賀インター

、 、 。へのアクセス道路であるとともに 金山バイパスと一体となって 嶺南地域の発展に寄与する道路である

Ｓ４７年度事業化 Ｓ４９年度都市計画決定 Ｓ５０年度用地着手 Ｓ５１年度工事着手

（Ｈ元年度変更）

全体事業費 約４８０億円 事業進捗率 ６２％ 供用済延長 ５．５km

計画交通量 １１，５００～２１，３００台／日

費用対効果 Ｂ／Ｃ 総費用 総便益 基準年(残事業)/(事業全体) (残事業)/(事業全体)

分析結果 ２．１ 177/721 億円 437/1,513億円 平成１８年(事業全体)

億円 走行時間短縮便益：400/1,422億円事 業 費：152/687

億円 走行費用減少便益： 16/ 57億円(残事業) ２．５ 維持管理費： 25/ 34

交通事故減少便益： 21/ 34億円

感度分析の結果 残事業（事業全体）について感度分析を実施）

交通量変動：B/C=2.7（交通量+10%） B/C=2.2（交通量-10%）

事業費変動：B/C=2.3（事業費+10%） B/C=2.7（事業費-10%）

事業の効果等

・円滑なモビリティの確保（新幹線駅もしくは特急停車駅へのアクセス向上が見込まれる）

（ ）・物流効率化の支援 特定重要港湾もしくは国際コンテナ航路の発着港湾へのアクセス向上が見込まれる

他12項目に該当

関係する地方公共団体等の意見

敦賀バイパスは、交通混雑の緩和、地域開発の基盤整備に重要な役割を果たすことが期待されており、

敦賀市をはじめとする関係１市２町で構成される敦賀バイパス道路建設促進期成同盟会より早期整備の要

望（平成１７年１２月７日）を受けている。

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等

敦賀バイパス沿線地域は、人口推移がほぼ横ばい傾向にあるものの、人口あたりの自動車保有台数は増

加傾向にある。

事業の進捗状況、残事業の内容等

現在までに５．５ｋｍを暫定供用（内、２．１ｋｍを４車線供用）している。用地買収の進捗率は９９

％である。

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等

ルート上に重要な埋蔵文化財（国史跡）の発見により、その調査や文化財保護による構造変更協議に時

間を要した。未供用区間の工事を進めており、平成２０年代初頭の全線暫定供用を目途に残りの事業を推

進するとともに、引き続き全線４車線化に向け、残りの事業を推進する。

施設の構造や工法の変更等

トンネル発生土の有効活用等により、コスト縮減に努めながら事業を推進する。また、新技術・新工法

を採用しライフサイクルコストの低減などの観点でもコスト縮減に取組み、総合的なコスト縮減を図る。

対応方針 事業継続

対応方針決定の理由

以上の状況を勘案すれば、当初からの事業の必要性、重要性は変わらないと考えられる。

※ 総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。
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